
令和８年度インドネシアにおける新市場開拓調査事業募集要領 

 

１ 事業の趣旨・目的 

   県内ものづくり企業のインドネシアにおける販路拡大を推進するため、令和９年度

以降を見据えた新たな海外展開の方向性を検討するべく、本県ものづくり企業の強み

である環境分野や食品加工分野等との親和性が高く、今後のビジネス展開が期待され

る州・エリアについて、市場動向、産業集積、インフラ整備状況、現地ニーズ等を調

査・分析し、有望市場の選定及び具体的な展開可能性を整理することで、県関与によ

る営業成果の向上並びに地域経済の活性化を図ることを目的とする。 
 

２ 委託業務の内容等 

（１） 事業名 

  令和８年度インドネシアにおける新市場開拓調査事業 

（２） 実施期間 

契約締結の日から令和９年３月 31日まで 

（３） 事業の内容 

別紙「実施要領」のとおり 

（４） 委託料の上限額 

  委託料の額は 1,944 千円を限度とする。（消費税及び地方消費税を含む） 
 

３ 企画提案の応募資格・条件 

  本企画提案に参加しようとする者は、以下の資格要件を全て満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令第 167 条の４の規定（一般競争入札参加者の資格）のいずれにも

該当しない者であること。 

（２）国または地方自治体から競争入札の参加資格停止を受けていない者であること。 

（３）銀行取引停止処分を受けていない者であること。 

（４）会社更生法に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法に基づく再生開始の申立て

及び破産法に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。 

（５）宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団若しくは暴力団員の統制の下

にある団体ではないこと。 

（６）愛媛県と緊密な連絡体制が構築できること。 

（７）現地での機動的な対応ができるよう、インドネシア国内に現地法人又はパートナー

企業を有すること。 

（８）過去に類似業務の実績を有すること。 

（９）インドネシアとの貿易やビジネス取引に係る実務又は支援の実績を有し、貿易実務

や商取引に関わる知見を有すること。 
 

４ 提出書類 

（１）令和８年度インドネシアにおける新市場開拓調査事業企画書（別紙様式）１部。 

（２）会社又は法人の登記事項証明書、印鑑証明書（印鑑を使用しない外国人等は署名証 

明書）、直前２年分の財務諸表 各 1部。 



  郵送またはメールにて提出してください。メールの場合、全ての資料をデータにて送   

信してください。 

○メール送信先：sangyoseisaku@pref.ehime.lg.jp 
 

５ 提出期限 

   令和８年 10 月９日（金）午後５時必着 
 

６ 実施予定団体の選定 

 （１）令和８年度インドネシアにおける新市場開拓調査事業における受託者審査要領に

基づき、応募書類の書面審査を行って、受託者を選定します。 

    なお、審査員が必要と認める場合は、ヒアリングを行うことがあります。 

 （２）審査対象となった提案の募集者に対し、審査結果を書面で通知します。 
 

７ 契約書の作成 

（１） 契約書は書面によるほか、えひめ電子契約システムを活用した契約締結（以下「電 

子契約」という。）が可能である。 

（２） 契約候補者として選定された者が電子契約を希望する場合は、契約締結に係る所  

定の期限までに電子メール（sangyoseisaku@pref.ehime.lg.jp）にて「電子契約同  

意書兼メールアドレス確認書」を提出すること。 

（３） 審査により契約候補者が決定したときは、決定した日から５日以内（土日、祝日は 

含まない。）に、契約内容について協議の上、契約書を取り交わすものとする。 

（４） 契約書及び契約に係る文書に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に 

限る。 

（５） 契約者が契約の相手方と契約書に記名して押印（電子契約の場合は、電子署名）し  

なければ、本契約は確定しないものとする。 
 

８ 留意事項 

（１） 応募申込に要する費用は、応募者の負担とする。 

（２） 提出された書類は返却しない。書類は応募者に無断で二次的な使用は行わない。 

（３） 企画提案書提出後の再提出及び差替えは、原則として認めない。ただし、愛媛県か

ら書類の不足・不備の補完、内容不明点の確認のほか、必要に応じ、追加書類の提

出を求めることがある。 

（４） 提案内容に含まれる特許権等の日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利

の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、参加者が負う。 

（５） 書類提出に当たって使用する言語及び通貨は、原則として日本語及び日本国通貨 

とする。 
 

９ 問合せ及び提出先 

  愛媛県経済労働部産業雇用局産業政策課スゴ技グループ 

  〒790-8570 松山市一番町 4 丁目 4-2 

  TEL 089-912-2473 FAX 089-912-2469 

mailto:sangyoseisaku@pref.ehime.lg.jp

